








　千葉県育ちの安藤共人氏は、直ち

に被災農家の支援をスタートした。

ビニールハウス解体撤去のボランテ

ィアで出会った、フードロスに関心

が高い鳥海孝範氏と意気投合し、共

同代表としてチバベジを立ち上げた。

　被災した野菜は多少傷があっても、

味には全く問題がない。そこで傷や

変形があり流通できない被災野菜を

農家から買い取り、スーパーや飲食

店に販売するだけでなく、野菜をジ

ャムやピクルスなどの加工品にして

販売し、売上を農家へ還元している。

農業を持続的にするために、利益率

が高く保存のきく加工品は大きく貢

献する。例えば再び被災して野菜が

出荷できなくなった時も、加工品の

売上でその分のマイナスを補うこと

ができる。また、保存がきくので被

災した時に食べられるというメリッ

トもある。

　台風や何らかの災害が起こるごと

に、手間暇かけて作ってきた野菜が

流通できず捨てられてしまう。こう

した野菜を救うことで被災農家を支

援し、持続可能な農業の仕組みづく

りを目指して立ち上げたプロジェク

トがチバベジだ。

被災野菜を救う

　千葉県は農業産出額でみると全国

3位の農業県で、首都圏の食を支え

ているといわれている。2019年9

月9日、台風15号が直撃し農業は

甚大な被害を受けた。この台風によ

る千葉県の農林水産被害額は過去最

高の427億5500万円（10月11日

付千葉県発表）にものぼる。暴風雨

の影響からビニールハウスの多くが

倒壊し、生産意欲をなくした農家も

多い。

　こうして今では約30の農家と、

飲食店や直売所など約20の販売先

と提携し支援の輪が広がっている※。

※2019年12月時点。

見た目で選ぶことをやめて	
廃棄野菜をなくす

　例えばフランスではマルシェでの

量り売りが一般的で、大小様々な野

菜が販売されている。一方、日本の

スーパーにはきれいで統一された形、

大きさの野菜が並ぶ。何故だろうか。

今の流通の仕組みでは、効率的かつ

計画的に野菜を出荷する必要性から、

段ボールに入らないものは「規格外」

としてはじかれてしまう。それらは

市場に出回らず、消費者の目に触れ

る機会はない。更に、消費者の習慣

として、傷があるものよりも綺麗な

野菜を選ぶ傾向がある。「昔はもの

を大事にする“もったいない”文化
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地 域 の 活 動 か ら 学 ぶ

国内事例
in Japan
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「チバベジラボ」をオープンした。

ここでは野菜をテーマに、思わず覘

きたくなるような様々なブースが展

開されている。例えば毎週土曜日は

マルシェが開かれ、規格外の野菜で

つくった加工品などが販売される。

ここで買った野菜を食べてもらうこ

とが、味や栄養は変わらないという

事実を伝えるきっかけになる。土に

埋まった野菜を引き抜く楽しい体験

ができる一角もあり、子どもにとっ

ての食育の場となっている。また、

生産者の方々と直接会うこともでき

る。言葉を交わす中で、生産者の思

いや苦労を知ると、野菜や農家への

意識が変化し、野菜の購入者が増え

ていく。その農家が被災した際には、

彼らが自主的に被災地を訪れ助けに

行くようになるという。

　近くに住む人や遊びにきた人、駅

周辺に勤務する人など、様々な人が

訪れる千葉駅のコミュニティ。安藤

氏が大事にしているのは、拠点から

20キロ圏内程度の地域だ。足をの

ばせば行ける距離なのだという。そ

があり、例えば米を収穫したら藁ま

で飼料や様々な生活用品に利用し廃

棄するものはほとんど無かった。今

はそうした文化も徐々に失われてい

る」と安藤氏は言う。更に、「見た

目で選ぶことをやめて廃棄野菜をな

くしたい。道の駅やスーパーなどに

も規格外野菜の販路はあるが、ただ

売るだけでは思いが伝わらない。そ

の為に大事なのが地域のコミュニテ

ィ。コミュニティの中で”伝える”

活動を地道に広げていく必要がある」

と語る。

千葉駅の改札前にオープ
ンした野菜で創るコミュ
ニティ

　そこで安藤氏は、2020年1月、

千葉駅の駅ビル「ペリエ千葉」に

規格外の野菜を「チバベジ」と銘打って販売し
ている

千葉駅にオープンした「チバベジラボ」のイメージ図

の中で、様々な人が集い、市民が自

由に発信していくことがムーブメン

トとなり、文化が出来ていくという。

このように野菜を入口に、日常を少

しだけプラスにしながら、皆が幸せ

になるデザインを作っている。

　来年以降も大型台風は来るかもし

れない。高齢化が進む中で、農家の

廃業が益々進むことが危惧されてい

る。安藤氏は、「被災してからの対

策ではなく、また災害は来るかもし

れないものとして、予め対策を講じ

る必要がある。農家を支える仕組み

があり、地域の中で農家が守られて

いけば、野菜作りに適した良い土を

持つ千葉で新規就農にチャレンジす

る人も現れるだろう。そうすれば地

域の中でお金が流れ、持続可能な地

域になる」と意気込む。千葉駅での

コミュニティづくりは、災害発生時

にも強い地域づくりに繋がるだろう。

　被災農家と支援する人々の『つな

がり』を深めていく、チバベジの活

動に期待が集まる。
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UNU-IASにおける、	
気候変動と防災分野での研究活動
　現在私が所属している国連大学サステイナビリティ

高等研究所（UNU-IAS）は、世界に14ある国連大学

の研究機関の１つとして、サステイナビリティ（持続

可能性）およびその社会的・経済的・環境的側面につ

いての研究・教育活動・政策提言を行っています。そ

の活動は、持続可能な未来の構築への貢献を目指し、

「持続可能な社会」、「自然資本と生物多様性」、「地球

環境の変化とレジリエンス」という3つのテーマに沿

って進められています。私自身は、「地球環境の変化

とレジリエンス」に関連する課題を対象に2017年か

らUNU-IASで研究・教育活動を続けてきました。

　まず、私が取り組んでいる事業の具体的な例をご紹

介したいと思います。

　一つ目は、災害リスク軽減という目的のために、ど

のように最新の科学技術を役立てていけるかを考える、

というものです。災害による被害を減らし、災害リス

クを最小限に抑えることは、持続可能な開発にも不可

欠な要素です。現在、国際的な防災指針とされている

のは2015年開催の第3回国連防災世界会議において

採択された「仙台防災枠組2015-2030」 ですが、そ

の枠組みの中でも、イノベーションと科学技術をより

広く一般に利用できるようにすること、また災害リス

ク軽減のための投資を行うことは、災害管理上、費用

対効果が高い、と強調されています。イノベーション

の重要性については、昨年私が共著者として出版した

「 災 害 リ ス ク 軽 減 の た め の30の イ ノ ベ ー シ ョ ン 」

（2019） において、最新技術を利用した製品や取り組

みに注目して、イノベーションと科学技術が災害リス

クを軽減するために既に大きな成果を上げている現状

を実例と共に示し、また今後さらなる活用を促進して

いく必要性があることを指摘しました。

　二つ目に挙げたいのは、私が2016年から執筆者の一

人として携わっている、気候変動に関する政府間パネ

ル（Intergovernmental Panel on Climate Change = 

IPCC）評価報告書の作成事業です。IPCC評価報告書

は、政策を決定したり気候変動交渉に携わったりする

立場にある政府関係者やステークホルダーに、気候変

動に関する最新の科学的知見を伝えることにより、各

国政府の気候変動政策の決定に科学的基礎を与える役

割を果たすもので、約7年ごとに作成・公表されます。

2018年に公表されたIPCC「1.5℃特別報告書」 は、

地球の平均気温の上昇を産業革命以前と比べて1.5℃

以内に抑えることが人間と自然生態系にとっては明ら

かに有益であることを述べ、気候変動の抑制に関する

国連気候変動枠組条約に基づくパリ協定（2015年採

択）において定められた気温目標を達成するための方

GLOBAL VIEW

気候変動と災害リスク軽減の研究を通して、
災害から人々を守れる社会の構築を目指す

研究者の視点

リヤンティ・ジャランティ（Riyanti Djalante）

国際防災デー（10月13日）を記念して2019年10月に開催したシンポジウム会場にて、参加者と共に。国際防災デーとは、災害の軽減や災害への心構えを含
む防災文化の国際化促進を目指して定められた日です。

国連大学サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）アカデミック・プログラム・オフィサー
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策を論じています。

　ここで強調しておきたいのは、近年度重なる災害は

気候変動によって引き起こされている、あるいはその

規模が大きくなっている場合が多くあり、気候変動と

防災の研究は密接に関係するものだということです。

スマトラ島沖地震被害の経験が、気候変動・	
防災分野での研究の道を選ぶ契機となった

　私がこのような気候変動・防災分野での研究の道に

進むことを選んだ大きなきっかけの一つに、私の出身

地であるインドネシアが非常に深刻な被害を被った、

2004年のスマトラ島沖地震の体験があります。当時

私は、インドネシア・スラウェシ島の地方政府災害管

理部で、開発計画および実施の仕事に携わっていまし

た。地震、津波による最大の被害を受けたスマトラ島

での惨状をはじめ、人々が災害によって甚大な被害を

被る状況を間近に見聞きする中で、防災分野の重要性

を痛感し、研究者としての道を志すようになりました。

その後、オーストラリアのマッコーリー大学にて博士

号を取得し、ドイツ・ボンの国連大学 環境・人間の

安全保障研究所（UNU-EHS）での研究職等を経て、

UNU-IASでの現職に就くため2017年に来日しました。

日本の災害リスク軽減対策に学ぶ

　日本は、災害リスク軽減の研究分野では世界でも最

新の情報および技術を誇る国です。その日本において

災害や防災研究の専門家と共に事業に携わる中で、私

は災害リスク軽減について多くを学んでいます。さら

に、日本政府の防災・減災の方針を知ることも、私の

研究にとても役立っています。これらの知見をもって

少しでも災害への備えに貢献したいと思っているので、

気候変動に関する政策立案者や、地元のコミュニティ

の方々と実際にお会いして、研究者の視点から災害の

現状や防災対策についてお話する機会を持てるのはと

ても嬉しいことです。

災害リスク軽減を目指す研究活動が、	
人道的な貢献に繋がることを願う

　ただし、研究を続ける上で、難しい状況にあると感

じる時もあります。気候変動をめぐる現状は、決して

楽観的なものではありません。気候変動によって引き

起こされている洪水、台風その他の異常気象を原因と

する災害による被災者の数は上昇を続けています。前

述のIPCC「1.5℃特別報告書」においては、今後さ

らに気候変動が進行し、突発的な異常気象も多くなる

ことが予想されています。一方で、各国政府が気候変

動に迅速に対処する決断をしない場合も多く見受けら

れます。このような現状にはもどかしさを感じます。

気候変動とそれによってもたらされる災害は、人類が

現在直面している最も重要な課題の一つであると言っ

ても過言ではありません。災害は、人命、健康、経済、

文化、環境に大きな損害をもたらします。中でも最も

被害を受けるのは、災害リスクに対し脆弱性の高い国、

特に開発途上国に暮らす、貧しい人々です。私の気候

変動・防災分野での研究が、これら弱い立場に置かれ

た人々の災害リスクを軽減し、人道的な貢献に繋がる

ことを強く願っています。今後も、災害リスク軽減の

ための政策や行動に資することを目指し、研究や現場

での活動を続けていきたいと思います。

災害に強い社会を目指すためには

　どのような国やコミュニティにおいても、社会にお

けるサステイナビリティの実現を目指すためには、防

災は不可欠な要素です。重要なのは、弱い立場の人々

が取り残されることのないよう、経済と自然環境との

バランスを保つ方法を模索することです。また、災害

による被害を最小限に抑えるためには、起こってしま

った災害に対処する短期的な対策ではなく、潜在的な

災害リスクを想定したインフラへの投資等を含め、長

期的な施策が必要となります。そのためには、一人ひ

とりが気候変動や災害についての関心を深め、知識を

得て、防災意識を高めていくことが不可欠です。そし

て、自らの選択がコミュニティの中で持つ意味を考え

て、災害に強い社会の実現に向けて働きかけ、行動し

ていく必要があると思います。

[協力：国連大学サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）]

マッコーリー大学（オーストラリア）にて博士号を取得。
2017年7月から、UNU-IASにてアカデミックプログラ
ムオフィサーとして研究・教育活動に従事。2016年より
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）報告書の執筆
に携わるほか、統合防災研究計画（IRDR）の科学委員
のメンバーなども務める。国籍はインドネシア。

リヤンティ・ジャランティ

※1： 仙台防災枠組2015-2030（仮訳）, https://www.mofa.go.jp/mofaj/
files/000081166.pdf
※2：Thirty Innovations for Disaster Risk Reduction, https://collections.unu.edu/
view/UNU:7274
※3：Global Warming of 1.5°C an IPCC special report on the impacts of global 
warming of 1.5°C above pre-industrial levels and related global greenhouse gas 
emission pathways, in the context of strengthening the global response to the 
threat of climate change, sustainable development, and efforts to eradicate 
poverty, https://www.ipcc.ch/sr15/
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　とろけるような柔らかい肌触り。初めてTAKEFUを手に
とった人は、それが竹100％で作られた繊維ということに
驚くだろう。竹は成長が早く、農薬を使う必要もないこと
から注目を浴びている。
　竹が持つ天然の抗菌力を発見し、それを活かして作られ
たのがTAKEFUガーゼ「守布」（まもりぬの）だ。2018
年1月に医療ガーゼとして登録された。医療用としてはも
ちろん、お菓子作りや赤ちゃんの沐浴、メイク落とし等、美
容や介護など、用途に応
じてカットして使える。
普段使いとしても、もし
もの時のためにも。いつ
も手元に置いておきたい。

　環境リレーションズ研究所の「プレゼントツリー」は、
大切な人や自分自身のために記念樹を植えて、少子高齢化
が進む地域の森林再生と地域振興につなげるプロジェクト
だ。
　自然災害により被害を受けた森林や、放棄された人工林
皆伐跡地など全国26か所※に、コナラやアカガシなどその
土地にあった樹を選んで植栽し、天然林に近い形に戻して
いく。大切に育てた森は丈夫に育ち、例えば植栽地の一つ
である熊本県球磨村に在
るプレゼントツリーの森
は、台風に襲われた際も
土砂崩れが起きなかった
という。
　今年は是非、樹をプレ
ゼントしてみよう。

　気候変動は私達人類への脅威であり、早急な行動が求め
られている。
　この映画に出てくるのは、気候変動に本気で立ち向かう
人々だ。若手の気候活動リーダーである、17歳の先住民で
ヒップホップ・アーティストのシューテスカット･マルテ
ィネスや、孫の世代のために藁を活用したバイオマス発電
を実用化した発明家エディ・クラウスなど、様々な人物が
登場する。自分の決めた信念に従って粘り強く行動を続け
る、彼らの姿に心を動かされる。

　何もせずに状況が改善する
ことはないだろう。彼らのよ
うに、自分の場所で勇敢に行
動を開始したい。

　気候変動の影響は、私たちの生活の様々なところに現れ
ている。例えば大型台風による自然災害や、気温上昇によ
る農作物への影響などだ。そこで、「緩和策」と呼ばれる温
室効果ガスの削減などに加えて、既に起こりつつある気候
変動の影響への「適応策」が重要だ。
　サイト「気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）」
では、気候変動の観測・予測データから「適応」の取組ま
で、様々な情報が集約されている。例えば「適応策データ
ベース」では、全世界の国や自治体、事業者等による適応
の取組事例を見ることができる。是非一度覗いてみてはい
かがだろうか。

竹からうまれた優しい布
「TAKEFU」

気候変動を阻止するために制作した
渾身のドキュメンタリー

気候変動の「影響」と「適応」に
関する情報はここで調べてみよう

人生の記念日に樹を植えよう

モノ・コトもっと知りたい

Goods

Movie

Activity

Website

「気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）」
https://adaptation-platform.nies.go.jp/

Present Tree
認定NPO法人環境リレーションズ研究所
https://presenttree.jp/index.html

（※2019年12月現在。）

TAKEFU GAUZE「守布」
（Mamorinuno）
株式会社ナファ生活研究所
1,500円（税込1,650円）

（一社）災害防止研究所が2019年に開催した
防災グッズ展において「防災グッズ大賞2019（部門別）」
の大賞受賞。
http://www.takefu-shop.com/?pid=117834548

『気候戦士 ～クライメート・
ウォーリアーズ～』
2018年/86分
監督：カール-A・フェヒナー
共同監督：ニコライ・ニーマン
制作：フェヒナー・メディア
配給：ユナイテッドピープル
http://unitedpeople.jp/climate/
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TSUNAKAN Interview
より良い社会づくりの現場から

浜通り合衆国の様子（2019/11/30）

―未来会議とはどのような取り組み
ですか。
　2011年の東日本大震災で、福島県

いわき市は地震の直接的被害だけでな

く、津波と原発事故という大きく長期

的な社会問題に直面しました。人口増

加やコミュニティの混在により分断が

深まるなど、多くの課題が噴出しどう

にかならないかと考えたとき、「対話こ

そ今の私たちに必要なのではないか」

と始まった対話の場が「未来会議」で

す。この会議で最も大切にしているの

は「ワールド・カフェ」という手法で

す。これは意見の一致や同じものを目

指すような、いわゆる合意形成を図る

ものではなく、誰もが安心して参加で

きるよう「相手の話を否定しない」「ひ

とつの結論に決めつけない」というも

のです。

―震災後の複雑な状況の中で、どの
ような対話の場づくりを意識されてい
ますか。
　原発事故以降、さまざまな意見の相

違が表面化しました。移住者や避難者

を受け入れているいわき市では、復興

や賠償のあり方に対する考えの違いが、

他者への偏見や差別感情を引き起こし

ていました。それに対してはまず、客

観的事実を伝えることが大切だと考え

ています。その上で、一緒に未来を考

えましょうと寄り添うことを心掛けて

います。「未来会議」は自由に話せる場

であるがゆえに、異なる立場、考え方

からの意見により、私自身も含め誰か

が傷つくこともありました。しかし、

意見の相違こそ対話の財産と捉え、参

加者が「違い」に気が付くことが社会

を変えていく力になっていくと思って

います。「人は一人ひとりが尊厳を持っ

て生きている」のですから、

対話を無視した合意形成は

考えにくいと思います。

―様々なスタイルの「未
来会議」があるそうですね。
　はい、例えばゲストを1

人お呼びして、その人の生

き方に寄り添うトークイベ

ント「MIRAI BAR」があ

ります。深夜のバーのよう

な雰囲気です。このような

緩やかな繋がりもあるということを伝

えたいという思いで定期的に開催して

います。また最近は「浜通り合衆国」

（※「浜通り」は福島県東部地域のこ

と）を開催しています。これは浜通り

という地域の未来と、現状の問題を共

有したくて始めた自治体の壁を超えた

会議です。放射能に対する認識の違い

や、安心安全の議論では先に進めない

こともありますが、誰かの意見に耳を

傾けると、自分の状況を受け止められ

るようにもなります。

　未来会議は、30年、40年先も地域

に寄り添い、未来に向けての対話の場

を育てることを目標とし、これからも

人と人とをつなぐ輪となるような活動

を続けていきたいと思っています。

対話で育てる
未来の種「未来会議」
未来会議事務局長、いわき法律事務所弁護士

菅波香織氏

福島県いわき市生まれ。1998年東京大学工学
部化学システム工学科卒業。化学メーカーで研
究員として勤務後、2007年弁護士登録。現在は、
弁護士法人いわき法律事務所に所属し、未来会
議事務局長をつとめる。福島県都市計画審議
会委員、いわき市いじめ問題対策委員会委員、
福島県弁護士会子どもの権利委員会委員、未
来会議事務局長はまどおり大学代表　等。いわ
き市子ども子育て会議委員、いわき市中心市街
地活性化協議会（平地区）委員。5児の母。趣
味はベリーダンス。

菅波香織（すがなみ　かおり）
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　UNDB-Jでは「未来へつなぐ『国連生
物多様性の10 年』せいかリレー」キャ
ンペーンを実施しています。生物多様性
の世界目標である「愛知目標」の目標年
であり、「国連生物多様性の10年」の最
終年でもある2020年に開催される生物
多様性に関連するイベント等を応援する
取組です。下記サイトより参加登録頂く
と、イベント開催告知をUNDB-J特設ウェブサイトに掲載し、SNS等で発信しま
す。届いた開催結果は2020年秋の生物多様性条約COP15の国際会議イベント等
で発信します。� http://undb.jp/seika/
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気候変動適応のための
「見える化」について考える

原 理史（環境省中部環境パートナーシップオフィス）

全国8カ所に設置された
環境パートナーシップオフィス（EPO）の活動

　令和元年10月12日～ 13日に来
襲した台風は全国で記録的な大雨と
なり、甚大な被害をもたらした。長
野県でも千曲川の堤防決壊により、
新幹線が冠水被害する映像がニュー
スで流れ、度肝を抜かれた記憶が
生々しい。長野市に住んでいる知人
からは、「家の前の道の向こう側ま
で水につかりましたわ。ハザードマ
ップどおりで。」との話も聞いている。
このような気象災害はこの数年間毎
年のように起こっており、「異常気
象」が「日常」になるというウソの
ような話が現実化している。これに
対しては気象・環境情報の「見える
化」が進展している。例えばハザー
ドマップは災害リスク情報の「見え
る化」の一例である。また気象情報
の将来予測をサイト「気候変動適応

情報プラットフォーム」で
入手することもできる。
　問題はこのような情報を
有効活用する方法である。
そこでは市民が構成する地
域社会の営みの中でこれら
の情報を「我が事化」する
ことが必要となる。どのよ
うに使ってどのように役立てるかは
それぞれの地域で様々な方法がある
ので、情報の使い方自体の「見える
化」も必要となろう。その際に気
象・環境情報が使いにくい場合は、
より使いやすい「見える化」情報を
発信者に要望する必要も出てくる。
また有効活用のためには、前提とし
て地域社会の営みそのものを「見え
る化」しておく必要があるかもしれ
ない。こうした情報と地域社会の接

点の作り方は非常に重要で、「見え
る化」はEPOが関わる今後の地域
づくりにおいて大きな課題と考える
今日この頃である。

民間環境コンサルタントを経て一般社団法人環
境創造研究センター（愛知県温暖化防止活動
推進センター）に所属。2013年より中部大学
中部高等学術研究所に在籍、環境コミュニケー
ション研究を継続。2018年よりEPO中部を兼務。

環境省
環境省中部環境パートナーシップオフィス
原 理史（はら まさし）

つながるEPOネットワーク

ハザードマップ名古屋市中区部分 

つ な ぐ 環 境 パ ー ト ナ ー シ ッ プ


